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婦人相談所による一時保護についても、福
祉行政報告例や婦人保護事業実施状況報告＊８

などにおいてデータを把握しており、平成２０
年度においては、婦人相談所が婦人保護施設
や民間シェルターなどに一時保護委託する場
合の委託費について増額を行った。
平成２１年度においては、婦人相談所が婦人

保護施設や民間シェルターなどに一時保護委
託する場合に、同伴児童のうち特に乳幼児に
対するケアを充実するため、新たに乳幼児用
の単価を設定した。引き続き、調査結果を踏
まえながら、有効な施策を実施し、児童虐待
や配偶者からの暴力の被害者に関する施策の
充実を図っていく。

⒆ 児童虐待・配偶者等からの暴力（DV）
の早期発見のための医療施設における
取組の促進
厚生労働省において、医療施設における児

童虐待や配偶者等からの暴力（DV）の早期
発見のための取組を促進するため、平成１９年
３月に各都道府県・関係団体あてに「児童虐
待・配偶者等からの暴力（DV）の早期発見
のための取組の促進について」（通知）を発
出し、医療関係者が、児童虐待の早期発見に
努めること、配偶者からの暴力によって負傷
したか疾病にかかったものの発見・通報に積
極的な対応が求められていることについて周
知徹底を図り、引き続き医療施設における取
組の促進を図っている。
また、配偶者からの暴力の被害を受けた女

性の保護に関する医療施設における研修に補
助を行っており、医療関係機関に対し、積極
的な受講を求めている。

３ 保護、捜査、公判等の過程における配慮等（基本法第１９条関係）
《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴ 交通事故捜査過程における被害者の
負担軽減
警察において、軽傷交通事故に係る捜査書

類の簡略化として、簡約特例書式を導入して
いるが、これを的確に運用して供述調書の作
成時間などの短縮を図っている。
また、事情聴取などに係る拘束時間の軽減

を図るため、交通事故自動記録装置＊９、ドラ
イブレコーダーや防犯ビデオ映像などの活用
による科学的な捜査を実施している。
さらに、捜査過程における交通事故被害者

等の二次的被害の防止・軽減を図るために、
各都道府県警察本部の交通事故捜査担当課に
設置した被害者連絡調整官が、各警察署で実
施する被害者連絡について指導を行ったり、

自ら被害者連絡を実施するなどして組織的な
対応を図るとともに、交通事故捜査員に対し
て交通事故被害者等の心情に配意した適切な
対応がなされるよう教育を強化している。

⑵ 性犯罪捜査指導官等の設置
警察において、性犯罪被害者の精神的負担

の軽減、性犯罪被害の潜在化の防止を図るた
め、性犯罪捜査指導官などの設置を推進して
いる。
性犯罪の被害者は、精神的なショック、

しゅう恥心から、警察に対する被害申告をた
めらうことも多く、また、捜査の過程におけ
る性犯罪被害者に対する警察官の言動などに
よっては、当該被害者に二次的被害を与えか
ねず、そのことが被害の潜在化、ひいてはこ
うした潜在化が同様な被害を拡大させる要因
ともなりかねないものとなっている。

（＊８）厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課調べ。
（＊９）交通事故の衝突音、スリップ音を感知し、事故の直前、瞬間、直後の状況を録画する装置
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全国の都道府県警察本部において、性犯罪
捜査担当課への性犯罪捜査指導官の設置、同
課の性犯罪捜査指導係への女性警察官の配置
を図ることなどにより、性犯罪捜査に関する
指導体制の拡充を行っている。
全国の都道府県警察本部の性犯罪捜査担当

課において、性犯罪捜査指導官を設置してお
り、全国の性犯罪捜査指導係員は２９７名、う
ち女性警察官は１３７名である（平成２２年４月
現在）。
今後も、性犯罪捜査指導係への女性警察官

の配置の拡充などを指示するなど、引き続
き、本施策の推進について指導するととも
に、性犯罪捜査指導体制の把握に努める。

⑶ 性犯罪捜査証拠採取セット・性犯罪被
害者捜査用ダミー人形の整備
全国の都道府県警察において、性犯罪事件

の認知後、証拠採取を行うに当たって、犯罪
被害者等の精神的負担を軽減するため、証拠
採取に必要な用具や当該被害者の衣類を預か
る際の着替えなどをまとめた性犯罪捜査証拠
採取セットを平成２２年４月現在、全国で
２，５５０セット保有している。
また、性犯罪事件の被害状況の再現を行う

際、犯罪被害者等の精神的負担を軽減するた
め、当該被害者の代わりとして使用する性犯
罪被害者捜査用ダミー人形を平成２２年４月現
在、全国で１，７５６体整備している。

⑷ 産婦人科医会とのネットワーク構築
全国の都道府県警察において、事件発生時

における迅速・適切な診断・治療、証拠採取
や女性医師による診断などを行うため、産婦
人科医会とのネットワークを構築し、具体的
支援を受けるための連携対策の強化などを図
り、適正かつ円滑な性犯罪捜査を推進してい
る。

⑸ 診断書料、検案書料、初診料の支給
警察において、身体犯被害者の刑事手続に

おける負担の軽減のため、被害に係る診断書

料、死体検案書料、初診料の費用を援助して
いる（身体犯被害者の刑事手続における負担
の軽減に要する経費（国庫補助金）：平成２２
年度 ４３百万円、２３年度 ３６百万円）。

⑹ 犯罪被害者支援活動用携帯電話の整備
警察において、事件発生直後から大きな精

神的被害を受けている犯罪被害者等と支援を
担当する警察職員とが円滑かつ緊急に連絡す
ることができるよう、被害者支援活動用の携
帯電話を活用している。

⑺ 被害類型別教養ビデオの活用
警察庁において、犯罪被害者等の心情に十

分に配意した警察活動の一層の徹底を図るた
め、職員教育用ビデオを制作して各都道府県
警察に配付し、職員の被害者支援の教育に役
立てている。

⑻ 公判手続の優先傍聴
「犯罪被害者等の権利利益の保護を図るた

めの刑事手続に付随する措置に関する法律」
に基づき、犯罪被害者等が刑事事件の公判手
続を優先的に傍聴できる制度が実施されてい
る。

⑼ 児童相談所及び婦人相談所等の職員
への研修実施
厚生労働省において、児童相談所職員など

への研修（P１０１⑾「虐待を受けた子どもの
保護等に携わる者の研修の充実」参照）の支
援を行っている。また、都道府県において
は、婦人相談所、婦人保護施設、母子生活支
援施設、福祉事務所、民間団体などで配偶者
からの暴力被害者などの支援を行う職員を対
象に、専門研修を実施している。

⑽ 海上保安官に対する人権に関する研
修の実施
海上保安庁において、基本的人権を尊重し

た適正な職務執行ができるようにするため、
海上保安学校などにおいて、犯罪被害者等の
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人権に関する教育を行っている。

《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑾ 職員等に対する研修の充実等
警察において、各級警察学校・職場におけ

る研修の充実を図っている（P１０１⑺「警察
における被害者支援に携わる職員等への研修
の充実」参照）。
法務省において、矯正施設・更生保護官署

における研修の充実を図っている（P８３⒁「矯
正施設職員及び更生保護官署職員に対する研
修等の充実」参照）。
法務省・検察庁においては、各種研修や会

議を通じるなどして、検察官が犯罪被害者等
の心情などに理解を深めるとともに、市民感
覚を失ったり独善に陥ることのないよう努め
ている。また、検察官に市民感覚を学ばせる
ため、犯罪被害者支援団体などの公益的活動
を行う民間団体や民間企業に一定期間派遣す
る研修や、被害者支援員に対し、犯罪被害者
等に関する諸問題についての講義などの研修
を実施するなどして、職員の対応の向上に努
めている。
また、検察官などの研修において、児童や

女性の犯罪被害者等と接する上での留意点な
どを熟知した専門家を講師とする講義を実施
し、児童や女性の犯罪被害者等への配慮に関
する研修の充実に努めている。副検事を含む
検察官などに対する研修では、交通事件の留
意点などを熟知した専門家などによる講義を
行うとともに、交通事件の被害者・被害者遺
族の立場などへの理解を深めるための機会を
設けるなど、交通事件をテーマとした講義科
目を設け、交通事件に関する講義の充実を
図っている。
厚生労働省において、看護教育の充実、民

生委員に対する指導、公的シェルターにおけ
る対応に関する研修などを行っている。
看護教育においては、今般、「看護教育の

内容と方法に関する検討会」において、保健

師及び助産師の基礎教育の内容の見直しを行
い、卒業時の到達目標として性犯罪等の予防
と被害相談者への対応と支援についての項目
を設定し、強化を図ったところである。
また、犯罪被害者等への適切な対応を図る

ため、民生委員が相談援助活動を行う上で必
要不可欠な知識と技術を修得するための研修
を実施する都道府県などに対する支援を行っ
ている。さらに、民生委員の全国組織である
「全国民生委員児童委員連合会」では、民生
委員に対する各種研修会で資料を配布するな
ど、広報と理解促進を行っている。
配偶者からの暴力被害者や人身取引の被害

者等を保護する公的シェルターである、各都
道府県に設置された婦人相談所において、適
切な対応を確実にするための職員に関する研
修を、毎年、厚生労働省の主催において行う
とともに、各都道府県において実施する専門
研修や啓発にかかる費用を補助している。

⑿ 女性警察官等の配置
警察庁において、性犯罪被害者が捜査の過

程において受ける精神的負担を少しでも緩和
するためには、性犯罪被害者の望む性別の警
察官によって対応する必要があることなどか
ら、警察本部や警察署の性犯罪捜査を担当す
る係への女性警察官などの配置を推進してい
る。
平成２２年４月現在、性犯罪事件において、

性犯罪被害者から事情聴取などを行う性犯罪
指定捜査員として指定された女性警察官など
は、全国の都道府県警察において６，２８０名で
ある。

⒀ ビデオリンク等の措置の適切な運用
法務省において、犯罪被害者等の意見をよ

り適切に裁判に反映させるための犯罪被害者
等の意見陳述の制度や、証人の証言時の負
担・不安を軽減するためのビデオリンクなど
の制度の運用について、適切な対応が行われ
るよう、会議や研修などの様々な機会を通じ
て、検察の現場への周知徹底を図るととも
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に、施策の実施状況の把握に努めている。ま
た、犯罪被害者等向けパンフレット（P８１⑺
「刑事の手続等に関する情報提供の充実」参
照）にもこれらの制度の情報を掲載している。
平成２２年１月から同年１２月までの間に、証

人尋問の際に付添いの措置が採られた証人の
延べ数は１０２件、証人尋問の際に遮へいの措
置が採られた証人の延べ数は１，２９５件、ビデ
オリンク方式による証人尋問が行われた証人
の延べ数は２６１件であった＊１０。

⒁ 警察における犯罪被害者等のための
施設の改善
警察において、犯罪被害者等が安心して事

情聴取に応じられるようにするため、その心
情に配意し、応接セットを備えたり、照明や
内装を改善した部屋を利用できるようにする

などして、全都道府県の全警察署に「被害者
用事情聴取室」を整備している。
また、犯罪被害者等は、警察署や交番など

に立ち入ること自体に抵抗を感じる場合があ
ることから、機動的に犯罪被害者等の指定す
る場所に赴くことができ、犯罪被害者等のプ
ライバシー保護などに配意しながら必要な事
情聴取や実況見分などを行えるよう、移動式
被害者用事情聴取室ともいえる「被害者支援
用車両」を導入して、犯罪被害者等からの相
談や届出の受理、事情聴取などに活用してい
る。さらに、県施設、ホテル、大学などの警
察施設以外の相談会場の借上げも行っている
（警察施設外の相談会場借上げ（国庫補助金）：
２２年度 １４百万円、２３年度 ７百万円）。

⒂ 検察庁における犯罪被害者等のため
の待合室の設置
法務省において、被疑者などの事件関係者

と顔を合わせたくないという犯罪被害者等の
心情への配慮と精神的負担の軽減のため、平
成２２年度に新営された検察庁４庁舎に被害者
専用待合室を設置した。平成２３年度中に建て
替えが完了する見込みの検察庁４庁舎につい
ても、被害者専用待合室を設置することとし
ており、それ以外の検察庁については、ス
ペースの有無、設置場所などを勘案しつつ、
今後も被害者専用待合室の設置について検討
していく。
また、犯罪被害者等のための待合室には、

犯罪被害者等の心情に配慮するとともに、精
神的負担の軽減を図るための備品を順次整備
している。

《基本計画において、「１～３年以内を目途
に検討の結論を得て、施策を実施する」と
されたもの（「１～２年以内を目途に実施
する」とされたものを含む）》

（＊１０）最高裁判所事務総局の資料による。

被害者支援用車両内の様子

犯罪被害者等専用の事情聴取室

提供：警察庁
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⒃ 職員等に対する研修の充実等
厚生労働省において、犯罪被害者等の治

療、保護などを行う施設の職員などの研修の
充実を図る方向での検討を実施している。
「PTSD対策専門研修会」において、平成

２２年度より医師、コ・メディカルなどを対象
に講義だけでなく、模擬患者等を用いた実際
の対応法の提示等を適宜組み合わせた実践的
内容とし、研修の充実を図っている。
平成１７年度から、厚生労働科学研究で「犯

罪被害者の精神健康の状況とその回復に関す
る研究」を３年計画で行っており、これらの
研究を踏まえて研修内容の改善などを今後検
討していく（P６３23「重度の PTSD等重度ス
トレス反応の治療等のための高度な専門家の
養成及び体制整備に資する施策の検討及び実
施、犯罪被害者に係る司法関連の医学知識と
技術について精通した医療関係者の在り方及
びその養成のための施策の検討」参照）。
また、独立行政法人国立精神・神経医療研

究センター精神保健研究所においては、平成
１９年１月、精神科医療機関、精神保健福祉セ
ンター、保健所に勤務する医療従事者に対
し、犯罪被害者等への適切な対応を行うため
に必要な基本的知識と初期対応の修得を目的
とし、第１回「犯罪被害者メンタルケア研修」
を実施し、平成２３年１月には第５回を実施し
た。同研修は、犯罪被害者やその家族の置か
れている現状、基本法や基本計画の概要、関
連する司法制度、犯罪被害者等への初期対応

といった内容から成り、３日間の研修に２９名
の医療従事者が参加した。

⒄ 民事訴訟におけるビデオリンク等の
措置の導入
平成１９年６月２０日に成立した「犯罪被害者

等の権利利益の保護を図るための刑事訴訟法
等の一部を改正する法律」により、「民事訴
訟法」が一部改正され、民事訴訟において、
犯罪被害者等を証人などとして尋問する場合
に、付添い、遮へい、ビデオリンクの各措置
をとることが認められた（平成２０年４月１日
施行）。
平成２２年１月から同年１２月までの間に、民

事訴訟において、証人尋問などの際に付添
い、遮へい、ビデオリンクの各措置が実施さ
れた回数は、それぞれ７回、１０５回、１９回で
あった＊１１。

《基本計画には盛り込まれていないが、基本
法・基本計画を踏まえ、平成１８年度以降新
たに実施しているもの》

⒅ 女性被害者への配慮
海上保安庁において、性犯罪などに係る女

性被害者の捜査の過程において受ける精神的
負担を少しでも緩和するために、女性海上保
安官による事情聴取や付添いなどを行ってい
る。

（＊１１）最高裁判所事務総局の資料による。
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民間団体による支援活動は、犯罪被害者等の様々なニーズに対し、きめ細やかで迅速な対応
を可能にするものであり、関係機関・団体との連携による途切れない支援を行う上で不可欠で
す。現在、我が国では、犯罪被害者支援の分野において、多種多様な民間団体が活動をしてい
ます。
ここでは、医療機関等と連携して性犯罪被害者の支援に取り組んでいる「性暴力救援セン

ター・大阪（SACHICO）」を紹介します。

１ 概要
SACHICOは、大阪府松原市に所在する阪南中央病院に勤務する女性産婦人科医師が、患

者の中に性犯罪被害者がいたことなどから性犯罪被害者支援について関心を持ち、同病院や女
性団体等に協力を要請して、平成２２年４月に同病院内に開設したワンストップ支援センターで
す。
SACHICOとは、Sexual Assault Crisis Healing Intervention Center Osaka（性暴力

危機治療的介入センター大阪）の頭文字をとったもので、性犯罪被害に対する直後からの総合
的な支援を目指しています。性犯罪被害者（おおむね被害に遭って７日以内の人を中心に）を
対象として、２４時間ホットライン（０７２―３３０―０７９９）による相談対応、来所者に対する相談対応、
外傷の治療、性感染症等の検査、緊急避妊薬の処方、法医学的な証拠の採取・保存、弁護士・
カウンセラー等の紹介などを行っています。「同意のない・対等でない、強要された性的行為
はすべて性暴力」という視点で、強姦や強制わいせつ、性的DV被害や子どもへの性的虐待な
どに広く対応しています。

２ 活動状況
SACHICOの一室に２４時間ホットラインを置き、支援員が常駐して相談対応に当たってい

ます。また、一般の外来とは区別して診療を行うことができるよう、専用の待合室、面談室、
診察室があり、２４時間、産婦人科医師（原則として女性医師）が対応することができます。
被害者の了解があれば、警察への通報を行っており、その場合は、警察官がSACHICOに

来て、被害者に事情聴取をします。また、警察が診察や支援が必要な被害者をSACHICOに
連れてくることもあります。
法律相談を希望する被害者の方のため、協力弁護士２３名が相談対応のための待機シフトを組
んでおり、スムーズに法律相談につなげることができます。
SACHICOには、開設から平成２３年１月までの１０か月で、電話相談１，１６４件（うち無言が１９６

件）が寄せられ、被害のため新
しく来所した人は計１０７人でし
た。
このようなSACHICOの取

組は、相談や届出をためらいが
ちな性犯罪被害者への効果的な
支援策として、注目を集めてい
ます。

コラム４
民間団体の取組①

阪南中央病院 SACHICO出入口付近の様子
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電話相談を受ける支援員
（支援員は研修を受けたボランティア）被害者専用待合室

民間団体の取組②

ここでは、一時保護所を退所したDV被害者への支援に、長崎県と連携して取り組んでいる
「NPO法人DV防止ながさき」の記事を紹介します（※）。

自立支援をいっそう進めるために ～DV防止ながさきの活動と官民連携事業について～
－民間ならではの柔軟さを生かして、地域で生きていくための支援を模索中－

DV防止ながさきは、平成１４年の団体設立以来、電話相談や面接相談、啓発講座、若い世代
への予防教育、そして当事者の方たちの居場所づくりなどといった活動を、いわばボランティ
ア活動の範囲で続けてきていましたが、当団体でシェルターを所有しているわけではありませ
ん。行政との連携にも特にルールはなく、相談窓口の紹介や、一時保護の必要があれば、県の
配偶者暴力相談支援センターを紹介してつなぐという程度でした。退所者の方が、たまたま
DV防止ながさきへ個人的に依頼されることがあれば、支援をするという関わりが多かったと
思います。
しかし、多くの被害者の方が共通して言われる「一時保護所を出て最初の一週間がもうとて

も不安で…」という言葉がいつも気になっており、なんとか地域での生活のスタートの時点か
ら有効な支援ができれば、その後の生活がかなりスムーズになるのではないかという思いが強
くありました。
平成２２年２月から、長崎県の委託事業として地域での生活の支援ができるようになった今
は、ご本人が希望さえすれば、その意志に基づいて支援ができるし、何よりも行政の支援の延
長線上に民間の支援が位置づけられることにより、切れ目のない支援の実現が可能で、利用者
の安心感も各段に高まったと思います。
具体的な支援の流れは、支援を希望する被害者の方と担当者（支援者）が話し合いをしてど

のような支援を希望しているのかを確認し、地域で生活を始めると同時にニーズに応じた内容
の活動をスタートさせるという仕組みとなっています。
被害者の方々は、暴力という大変過酷な経験に加えて、いきなり経済上の問題、子育ての不

安、調停や離婚に向けての不安、見知らぬ土地での孤立感など、予想もしなかった問題に次々
と直面し、それを解決しながら生活していかねばなりません。それぞれの状況は千差万別です
が、問題が起きたときに、とりあえずいつでも相談できる支援者の存在があるだけでも、本人
の心身の安定につながることを痛感しています。
これまで多くの方々の支援申込みを受けてきていますが、本当に様々な方がいらっしゃるの

で、支援メニューは私たちが当初想定したよりも、どんどん幅が広くなっていて支援者も忙し
く走り回ることが増えています。
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センター支援員による打合わせ状況

支援活動の一部を紹介すると、
・離婚や調停などに向けての個別の対応の相談、同行
・当事者同士が安心して話せる集いの場を作り、孤立しないような環境を作ること
・生活保護、年金、介護保険など役所の窓口に必要に応じて同行、場合によっては役所で
の交渉に助言

・入退院の手伝い、通院補助
・夫や元夫の行為への恐怖、不安に対するサポート
・就労情報提供、ハローワークへの同行、キャリアカウンセリング

などが主な活動となっています。
このような支援には民間団体ならではの柔軟な対応が必要で、行政と民間の役割分担と連携

によって、より被害者の方々に有効な支援ができるのではないかと思っています。
※内閣府男女共同参画局「共同参画」平成２２年１１月号より引用

民間団体の取組③

民間被害者支援団体による東日本大震災への対応

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災では、多くの方が家族、家、仕事等を失いまし
た。
被災地では、行政機関だけではなく、民間団体の方々なども被災者への支援などを行ってい

ます。
ここでは、「（社）みやぎ被害者支援センター」が行っている被災者支援活動を紹介します。
（社）みやぎ被害者支援センターは、宮城県公安委員会から指定を受けた犯罪被害者等早期

援助団体で、犯罪被害者等に対する援助の必要性に関する広報啓発活動や犯罪被害等に関する
相談・カウンセリング等を行っている団体です。
東日本大震災発生後、被害者支援活動に関する経験を活かし、被災した遺族の心のケアにつ

ながる遺族支援活動を行っています。
具体的には、同センターでは、東日本大震災発生直後から、県災害対策本部、県警察及び行

政機関との連携を密にし１日３名体制で、遺体引渡しの際の遺族への付添い、遺体安置場所、
控室等における声掛けや遺族の話の傾聴などを行っています。
例えば、亡くなった家族の遺影用写真がないとの遺族の相談に応じて、通学していた大学に

連絡して写真の提供を受けられるように手配をしたりすることもあります。
また、受付で順番待ち、手続待ち等をしている遺族等と一緒に列に並び、家族の亡くなった

状況やその人となりについて遺族等が話すのをじっくり聴いて、言葉を添えるなど、遺族の心
情に配意したサポートを行っています。


